資料２

＜本県における制度の整備・利用状況等から見た子育てを取り巻く現状＞

～育児短時間勤務、育児のための所定外労働の免除を導入した事業所の割合（福島県内）～

　【育児短時間勤務】　　　　　

	従業員規模

	100人以上事業所
	67.8%

	30人～99人事業所
	50.4%

	規模計
	59.7%


～導入した事業所のうち、制度の利用があった事業所の割合（福島県内）～

	育児短時間勤務
	育児のための所定外労働の免除

	16.0%
	8.9%


· 本年6月30日までは従業員数100人以下事業主については適用猶予期間

資料出所：「平成23年福島県労働条件等実態調査」（平成23年7月31日現在）
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 資料出所：厚生労働省「雇用均等基本調査」福島県「福島県労働条件等実態調査」


～平成23年度相談受付状況～　

	相談者内訳
	件数

	労働者
	104件

	事業主
	949件

	その他
	253件

	合計
	1306件


　　　　 

　

～雇用均等室への相談事例～

（労働者）
· 育児休業中。原発の影響を考えて隣県に避難しているが、復職にあたり避難先で子どもを預
けてから出勤すると始業時間に間に合わない。何か利用できる措置はないか。

· 震災の影響で人員削減の必要が生じたことを理由に、育児休業復帰直前に人員削減の対象と
なった。子どもの保育所も確保しており、納得できない。

· 1歳まで育児休業を取得し、復帰予定でいたところ、仕事がないため1歳6ヶ月まで休業す
るよう言われた。
· 育児休業から復帰する際に、正社員から臨時社員になるように言われた。

・　子どもを保育所に送迎する関係で、育児短時間勤務を利用したいと会社に相談したが、認められないと言われた。
・　母の介護休業を取りたいと会社に申し出たが、制度がないから取れないと言われ、退職勧奨を受けている。
（事業主）
・　初めて妊娠した女性従業員が出たが、両親が離れているため、子育てしながら仕事と両立できる制度を利用しながら働き続けることを希望している。会社としてはどういう制度を整えればよいか。

· 1年契約の期間契約社員でも、契約を更新していたり、次の契約で明らかに契約期間終了として
いなければ、育児休業を与えなければならないのか。

（その他）
· 知人の男性が育児休業をとりたいと会社に申し出たが、取れないと言われている。

【育児のための所定外労働の免除】


従業員規模�
�
100人以上事業所�
49.3%�
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30人～99人事業所�
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規模計�
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�






（１）育児短時間勤務、育児のための所定外労働の免除の制度について、就業規則上規定して


いる事業所の割合が低く、制度の利用も進んでいない。








（２）震災前まで県内の女性の育児休業取得率は全国を下回っている。男性についても取得率が低調であり、育児休業を利用しやすい環境づくりが十分整っていない。





育児に関する制度�
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⇒





（相談内訳）





（３）福島労働局雇用均等室には、育児休業や育児短時間勤務など改正された制度を中心に労使から相談が寄せられている。中には、震災がらみの事案も見られた。





～育児休業取得率の状況～








